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3.5.5 自律分散型拠点構築による地域防災力向上 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

ライフラインの被災による被害波及と復旧過程を記述・解析するモデルを構築するこ

とは、都市機能の防護戦略の策定、安全で迅速な機能回復過程の実現、地域防災力の向

上を図るために重要である。このためには「広域連携」、「復旧調整」、「自律分散」とい

う相互補完的な対策軸における被害軽減戦略を提案し、社会的インパクトを最小化する

ことが必要である。  

本研究では、ライフライン被害波及構造モデル、自立分散型拠点の配置モデル、広域

連携・復旧調整モデルを構築し、これらをベストミックスした復旧戦略を示す。  

 

(b) 平成２２年度業務目的 

 前年度から引き続き、２カ年にわたる以下の項目に関する業務を行う。  

1）神奈川県を対象とした自律分散型拠点構築の対象地区の抽出・分類 

前年度、おもに横浜市を対象に行った、文献調査・ＧＩＳデータ解析等による自律分

散型拠点の対象施設が集積している地区の抽出・分類を、範囲を広げて行う。  

2）地区の要求性能の整理，自立性向上方策の検討 

1）で抽出された地区ごとの要求性能を整理するとともに，自立性向上方策を検討す

る。なお、特に自律分散型拠点の重要な対象施設に関しては、重要設備の設置状況の実

態把握に基づく詳細な検討を行う。  

3）自立分散型拠点の計画と評価 

建物間・施設間で設備能力を相互に融通するようなシステムでは、オフピーク時に地

区の中で最も効率のよい設備から優先的に運転して、地区全体の省エネルギーに貢献す

ることが可能である。このような平常時と非常時ともに機能を発揮する自立分散型拠点

の計画とシミュレーションによる評価についてまとめる。  
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(2) 平成２２年度の成果 

(a) 業務の要約 

1) 神奈川県を対象とした自律分散型拠点構築の対象地区の抽出・分類 

 文献調査・ＧＩＳデータ解析等による自律分散型拠点の対象施設が集積している地区
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の抽出・分類を、神奈川県にも広げて行った。  

2) 地区の要求性能の整理，自立性向上方策の検討 

 1)で抽出された地区ごとの要求性能を整理するとともに、自立性向上方策を検討した。

なお、特に自律分散型拠点の重要な病院に関して、重要設備の設置状況の実態把握に

基づく詳細な検討を行った。 

3) 自立分散型拠点の計画と評価 

 病院を対象に、平常時と非常時ともに機能を発揮する自立分散型拠点の計画とシミュ

レーションによる評価をまとめた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 神奈川県を対象とした自律分散型拠点構築の対象地区の抽出・分類 

主な防災関係施設が立地している地区の概要を把握するため、神奈川県において、250m

メッシュ（４分の１地域メッシュ）単位で条件を整理した。地震ハザードステーション

J-SHIS（地形・地盤分類や地震動予測地図）等においても 250m メッシュ単位でデータ提

供されており、将来的に他の要素と比較しやすく汎用性が高いと考えられる。神奈川県は、

面積約 2,400km2、人口約 900 万人（平成 21 年 10 月１日現在）で、県内には３つの政令

指定都市（横浜市、川崎市、相模原市）がある 1)。 

まず、各地区の活動量を定量的に把握するため、「エネルギー需要量」を指標に、各地

区の現況を概観する。エネルギー需要量の高い地域は、活動の活発なエリアと考えられ、

都市機能継続のニーズが高い地域と捉えることも可能と考えられる。  

算定方法を図 1 に示す。建物用途毎のエネルギー需要原単位 2), 3)・水需要原単位 4) , 5) と

平成 17 年度都市計画基礎調査（建物現況）データを用い、各地区の熱と電力、水の年間

需要量を算定した。なお、ここでは管理部門を対象とすることから、民生部門のエネルギ

ー・水消費動向を対象とし、工場や農業施設、処理施設等は対象としない。単位面積あた

りの熱（暖房・給湯・冷熱）需要量を図 2 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 各地区のエネルギー・水需要量の算定手順 
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図 2. 神奈川県の熱需要量（民生用）  

 

エネルギー面的利用※注）の導入適地の最低条件とされる熱負荷密度 4.2TJ/ha･年以上の

地区は、全県で計 8475ha（1,356 メッシュ）あり、横浜市や川崎市の湾岸エリアをはじめ、

相模原市東部など各地に点在している（図 2）。エネルギー面的利用の導入適地と防災関係

施設が重なる地区として、政府や県の防災機関入居施設が集積する官庁街（関内地区）や、

各市の災害対策本部が設置される「市役所」、政令指定都市の区本部が設置される「区庁舎」、

「災害拠点病院」、広域避難場所の「大学」等が立地する郊外地区が抽出された。  

エネルギー需要量の高い地区は、首都圏の機能維持対策の重点地区と捉えられるととも

に、建物間でのエネルギー設備の相互融通可能性を検討する資料となる。 

 

 

※注：エネルギー面的利用 

地区・街区レベルの複数の建物で共有の熱源等の設備を利用すること。スケールメリ

ットを活かした高効率設備の導入や、エネルギー利用に時間差がある複数の建物での、

地区内で生成されたエネルギーの融通、蓄熱・蓄電システム等によるエネルギー利用の

平準化等により、高効率な設備の能力を充分に活かした運転ができるため、地区全体の

エネルギー消費量を削減できる 6)。広域な供給エリアへ大規模エネルギープラントから

供給する「熱供給事業型」、小規模な特定地域内へ集中的なエネルギープラントから供

給する「集中プラント型」、近接する建物所有者が協力し、エネルギーの融通、あるい

はエネルギーの共同利用を行う「建物間融通型」に分類される 7)。 
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2) 地区の要求性能の整理，自立性向上方策の検討 

a) はじめに 

エネルギー需要量の大きい都市活動の集積地は、地震時にも機能維持が求められ、地区

のエネルギー負荷が高いことは要求性能の一つと考えられる。そこで、本節では、前節 1)

で抽出された地区ごとの要求性能を整理するとともに、自立性向上方策を検討する。さら

に、自律分散型拠点の重要な病院施設に関して、重要設備の設置状況の実態把握を行う。 

 

b) 地区の整理 

県内でエネルギー需要量の大きいメッシュ（熱負荷密度 4.2TJ/ha･年以上）が集積する

エリアは、主に、関内駅周辺（約 600ha）、横浜駅周辺（約 300ha）、川崎駅周辺（約 500ha）

であった。いずれも、県庁や市役所、学校、大規模病院など公共性の高い施設が立地し、

災害時には、災害対策本部の設置や、地域防災拠点、災害拠点病院としての活用が予定さ

れている。また、スタジアムや競輪場などの公共空地もあり、広域避難場所に指定されて

いる。民間のオフィスや商業施設、宿泊施設も集積しており、県や政令市の中核と言える。  

横須賀、藤沢、厚木などの中核都市においても、エネルギー需要量の大きいエリアが、

それぞれ 100ha 程度存在する。郊外の自立性を確保するために、これらのエリアが担う役

割も大きい。  

他に、エネルギー需要量の大きいメッシュが点在する箇所がある。学校や病院などの施

設が立地しているケースが多い。これらについては、施設単体が自立性を確保することで、

地域のライフスポットとなりうると考えられる。  

 

c) 病院施設の現状調査 

次に、首都圏の災害拠点病院を対象に、エネルギー・給水設備の概要と消費の実態、

また災害時の備えについて現状を把握することを目的としアンケート調査を実施し、68

病院から回答を得た（回収率 59.1%）。表 1 にアンケート調査の概要を示す。以下に調査

結果の概要を示し、庁舎を対象とした既往調査の結果 8) と適宜比較する。 

 

表 1. アンケート調査概要 

 東京都 神奈川県 埼玉県 

調査期間 2010 年 10 月～2011 年 3 月 

調査項目 (1)建物概要，(2)エネルギー・給水設備の概要， 

(3)防災対策，(4)水・エネルギー消費量（月別）等 

対象病院数 

回答数 

回収率 

70 

39 

55.7% 

33 

21 

63.6% 

12 

8 

66.7% 

 

給水方式は、9 割以上の病院が高置水槽方式（他方式併用含む）で断水・停電時に残

留水を使える可能性がある。一方、ポンプ直送方式、圧力タンク方式のみのケースもあ

る。また、約 2 割の病院で蓄熱式空調システムが導入され，蓄熱槽が整備されている。 

受電方式は、系統停電に備えてスポットネットワーク受電（他方式併用含む）(15%)

や、ループ受電(9%)、2 回線受電(55%)を採用している施設が多いが、1 回線受電もある
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(21%)。都市ガスの供給方式は，高圧または中圧方式が半数程度を占めるが、中圧・低

圧併用(37%)や低圧 (14%)もある。災害拠点病院が自立性の高いシステムを導入してい

るとは限らない。また、37%の病院で常用の自家発電設備を整備している。 

大規模災害発生時に建物機能を維持できるかについて、病院、庁舎とも約半数が機能

を「維持できない」または「維持できるか不安」と回答している（図 3）。また、建物機

能維持に不安のある部分として、庁舎では建物の耐震性や情報通信を挙げる割合が高い

が、病院では水供給や電力供給、冷熱供給の不安を抱える割合が高い（図 4）。 

病院の建物は、約 7 割で耐震化、3 割以上で免震化されているものの、水槽や配管を

耐震化しているケースは尐なかった。また、上水用受水槽や雑用水受水槽、雨水貯留槽

は地下に設置されるケースが多いが、上水用中間・高置水槽と貯湯槽・蓄熱槽の一部は

屋上階に設置されていた。自家発電設備の燃料タンクも、約９割が地下または地上に設

置されているが、屋上に設置されているケースもあった。タンクのスロッシング対策を

はじめ、各階の建築設備や機器類の地震時挙動 9)をふまえた耐震対策が求められる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 大規模災害発生時の建物機能維持に関する意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 大規模災害発生時の建物機能維持に不安のある部分 
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各施設の延床面積あたりの水槽容量と建物竣工年・改修年との関係を図 5 に示す。ここ

では、上水用受水槽と中間・高置水槽容量の合計を水槽容量とした。高置水槽方式は断水・

停電時に貯留水の利用が可能だが、近年、水槽容量が減尐傾向にある。タンク容量が小さ

く停電時に給水できないポンプ直送方式の病院もある。平均水槽容量は病院 8.38 L/m2、

庁舎 5.27 L/m2 で、タンク貯水率 100%の場合、水消費量原単位 5) と比べると病院の水槽

容量は、約 1 日分の消費量にほぼ等しい（庁舎は 3 日分）。一方、井水、雨水、中水の利

用は増えつつある（病院の利用率は各 36%、24%、41%）。 

上水用の水槽に加え、雑用水槽、雨水貯留槽、貯湯槽、蓄熱槽等の貯留水も活用し、排

水処理の状況や応急給水計画も含めて施設毎に詳しく検討する必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 延床面積あたりの水槽容量と建物竣工・改修年との関係 

 

 各施設に整備されている自家発電設備容量の契約電力に対する割合と延床面積との関係

を図 6 に示す。常用の発電設備がある場合、契約電力に自家発電設備の発電容量を加算し

た。発電容量の契約電力に対する割合は平均 67%だが、大規模病院は 60～90%、中規模病院

は 30～125%と、規模が比較的小さい病院でばらつきが大きく、対策が求められる施設もあ

ると考えられる。また、発電容量が十分でも、燃料備蓄量が尐ないケースもあり、機能維

持には運用・調達面の対策も求められる。また、発電容量の大きな病院は，近年，設備を

増強しており、常用発電設備（ＣＧＳ／コージェネレーションシステム）の導入も増え、

非常時の供給信頼性の向上にも寄与すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6. 自家発容量の契約電力に対する割合と延床面積との関係 
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3) 自立分散型拠点の計画と評価 

前節の調査結果をふまえ、病院を中核とした地区において、平常時と非常時ともに機能

を発揮する自立分散型拠点の計画とシミュレーションによる評価を行う。 

横浜市内の病院（延床面積約 8 万㎡）と隣接する福祉施設（延床面積約 2 万㎡）を取り

上げ、それらが設備を共有するケースを想定する。原単位の用途分類に基づき、病院は医

療 100%とし、福祉施設は、医療 62%、文化 27%、教育 7%、業務 4％で構成されているもの

とした。建物間でエネルギー融通する場合の省エネルギー性をシミュレーション 10), 11)に

より検証した結果、病院の熱源設備が更新時期を迎え、ＣＧＳ化し隣接施設へ熱・電気融

通を行う場合、従来と比べ、22.0%の省エネ効果が得られる結果となった。なお、シミュレ

ーションでは設備導入時期を病院が 20 年前、福祉施設を 10 年前とし、病院を更新すると

いう想定で行っているが、当該病院は、近年、設備を更新し、常用非常用兼用の発電機（Ｃ

ＧＳ）と非常用発電機を有している。今後、熱・電気融通を行った場合の効果は、省エネ

率 2.5%というシミュレーション結果が得られた。 

病院設備の現状は、施設により様々だが、災害時も機能を維持できるよう各種設備を整

備している。ＣＧＳ導入事例も多く、設備容量・需要量も大きいため、平常時のエネルギ

ー面的利用の中核施設となりうる可能性を有している。図 7 に街区・地区内での設備更新

と共有のイメージを示す。他機関や民間施設等を含めた周辺環境や立地条件もふまえ、長

期的な施設整備と管理・運営の方向性を提示できれば、持続的かつ自律的に機能する拠点

構築が可能となり、地域防災力の向上に寄与できるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7. 街区・地区内での設備更新と共有のイメージ 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1) 神奈川県を対象とした自律分散型拠点構築の対象地区の抽出・分類 

自律分散型拠点の対象施設が集積している地区の抽出・分類を、神奈川県にも広げて文

献調査・ＧＩＳデータ解析等によって実施した。今後、首都圏域を対象に同様の整理を行

い、集積地区の分類を実施する必要がある。  

 

2) 地区の要求性能の整理，自立性向上方策の検討 

1)で抽出された地区ごとの要求性能を整理するとともに、自立性向上方策を検討した。

なお、特に自律分散型拠点の重要な病院に関して、重要設備の設置状況の実態把握に基づ

き検討を行った。病院設備の現状は施設により様々だが、災害時も機能を維持できるよう

各種設備を整備している。ＣＧＳ導入事例も多く、設備容量・需要量も大きいため、平常
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時のエネルギー面的利用の中核施設となりうると考えられる。  

 

3) 自立分散型拠点の計画と評価 

病院を対象に、平常時と非常時ともに機能を発揮する自立分散型拠点の計画とシミュレ

ーションによる評価をまとめた。設備の常用化や、隣接する施設との共用化により、防災

性と環境性を向上できる可能性を示唆できた。 
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学会誌・雑誌等における論文掲載  

掲載論文（論文題目）  発表者氏名  発表場所 

（雑誌等名）  

発表時期  国際・国

内の別 

なし     

 

マスコミ等における報道・掲載  
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(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 

2)ソフトウエア開発 

名称 機能 

なし  

 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

平成 19～22 年度に把握した拠点の自律可能性の実態と、3.5.2「ライフライン施設被

害の相関性と復旧過程の実態解明」と 3.5.6「ライフラインの復旧最適化による企業の事

業継続性向上に関する研究」のライフライン施設被害の面的拡がり、3.5.3 ライフライン

被害波及モデル、3.5.4 広域連携による復旧効率化の検討結果に基づく拠点の自律の必要

性とを合わせて分析し、その特性を分類整理する。  

自律分散型拠点の分類結果をこれまでに検討を行った自律分散型拠点の構築方策に

フィードバックして、各特性に合致した「自律分散拠点」の計画や手法をとりまとめ、

地方自治体や医療機関等を対象とした提案書をまとめる。また、地域安全学会等の国内

学会において成果発表及び議論を行う。  


